
（単位：百万円）

科　　目 金　額 科　　目 金　額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 65,616 流動負債 29,586

現金及び預金 22,296 支払手形及び買掛金 20,148

受取手形及び売掛金 22,080 未払法人税等 2,804

有価証券 9,100 未払金 2,868

商品及び製品 5,712 繰延税金負債 1

原材料及び貯蔵品 4,582 役員賞与引当金 41

繰延税金資産 833 製品保証引当金 155

その他 1,045 訴訟損失引当金 44

貸倒引当金 △ 35 事業再構築引当金 300

固定資産 5,984 その他 3,222

有形固定資産 956 固定負債 3,407

　建物及び構築物 505 繰延税金負債 1,729

　機械装置及び運搬具 136 退職給付引当金 925

　工具器具及び備品 2,430 役員退職慰労引当金 555

　土地 262 リサイクル費用引当金 158

　建設仮勘定 6 その他 38

　減価償却累計額 △ 2,385 負　債　合　計 32,994

無形固定資産 2,223 (純資産の部)

　のれん 43 株主資本 38,150

　その他 2,179 資本金 1,000

投資その他の資産 2,805 資本剰余金 774

　投資有価証券 1,856 利益剰余金 36,435

　繰延税金資産 455 自己株式 △ 59

　その他 724 その他の包括利益累計額 △ 213

　貸倒引当金 △ 231 その他有価証券評価差額金 95

繰延ヘッジ損益 5

為替換算調整勘定 △ 314

少数株主持分 670

純 資 産 合 計 38,606

資産合計 71,601 負債・純資産合計 71,601

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てして表示しております。

（平成23年３月31日）

連 結 貸 借 対 照 表



連 結 損 益 計 算 書

（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

（単位：百万円）

科　　　　目 金　　　　額

売上高 123,749

売上原価 96,518

売上総利益 27,231

販売費及び一般管理費 16,487

営業利益 10,743

営業外収益

受取利息 53

受取配当金 63

仕入割引 11

為替差益 16

投資事業組合運用益 57

デリバティブ評価益 24

その他 34 262

営業外費用

支払利息 0

減価償却費 7

支払手数料 19

持分法による投資損失 3

その他 20 51

経常利益 10,954

特別利益

貸倒引当金戻入額 9

訴訟損失引当金戻入額 216

新株予約権戻入益 4

その他 10 240

特別損失

固定資産売却損 1

固定資産除却損 33

投資有価証券評価損 5

投資有価証券売却損 0

事業再構築引当金繰入額 300

過年度使用料 88

その他 47 476

税金等調整前当期純利益 10,718

法人税、住民税及び事業税 4,049

法人税等調整額 340 4,390

少数株主損益調整前当期純利益 6,328

少数株主利益 50

当期純利益 6,277

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てして表示しております。



連結株主資本等変動計算書

（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日）

　 （単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成22年３月31日残高 1,000 774 31,045 △ 58 32,762

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △ 888 △ 888

　当期純利益 6,277 6,277

　自己株式の取得 △ 1 △ 1

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 5,389 △ 1 5,387

平成23年３月31日残高 1,000 774 36,435 △ 59 38,150

その他の包括利益累計額

平成22年３月31日残高 127 2 △ 276 △ 145 4 619 33,240

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △ 888

　当期純利益 6,277

　自己株式の取得 △ 1

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額)

△ 32 2 △ 37 △ 67 △ 4 50 △ 21

連結会計年度中の変動額合計 △ 32 2 △ 37 △ 67 △ 4 50 5,366

平成23年３月31日残高 95 5 △ 314 △ 213 － 670 38,606

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てして表示しております。

新株予約権 少数株主持分その他の包括
利益累計額合

計

その他有価証
券評価差額金

為替換算
調整勘定

繰延ヘッジ
損　　　益

純資産合計



連結注記表 

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記） 

１．連結の範囲に関する事項  

(1）連結子会社の数 15 社 

主要な連結子会社名 株式会社バッファロー 

シー・エフ・デー販売株式会社 

株式会社バッファロー物流 

巴比禄股份有限公司 

株式会社バッファローコクヨサプライ 

その他 10 社 

 このうち、㈱ＭＮＢＩ及び美禄可(北京)商贸有限公
司については、当連結会計年度において、新たに設立
したことにより、連結の範囲に含めております。 
また、BUFFALO TECHNOLOGY IRELAND LIMITED は当連
結会計年度において清算したため、連結の範囲から除
外しております。 

(2）非連結子会社の名称等 非連結子会社はありません。 

２．持分法の適用に関する事項  

(1）持分法適用の関連会社数 １社 

主要な会社名 Buffalo Advantec FZCO 

(2）持分法を適用していない関連会社（資元科技股份有限公司）は、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結

計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しております。 

３．連結子会社の事業年度に関する事項 

 連結子会社のうち海外子会社５社の決算日は、12月 31 日であります。 

 連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただ

し、当該子会社の決算日翌日以降連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券  

 その他有価証券  

 時価のあるもの  決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）を採用しております。 

 時価のないもの  移動平均法による原価法を採用しております。 

 なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合へ

の出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券と

みなされるもの）については、入手可能な最近の決算書

を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によって

おります。 

②デリバティブ 時価法 

 

 

 



③たな卸資産  当社及び国内連結子会社は主として移動平均法によ

る原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）を、また、在外連結子会社は主

として移動平均法による低価法を採用しております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

（リース資産を除く） 

 当社及び国内連結子会社は定率法を、また在外連結子

会社は主として定額法を採用しております。（ただし、

平成 10 年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除

く）は、定額法によっております。） 

②無形固定資産 

（リース資産を除く） 

 当社及び国内連結子会社は定額法を採用し、在外連結

子会社は所在地国の会計基準に基づく定額法を採用し

ております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（研究開発用のもの３年、その他のも

の５年）に基づいております。 

③リース資産  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金  債権の貸倒による損失に備えるため、当社及び国内連

結子会社は、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しております。また在

外連結子会社は主として特定の債権について回収不能

見込額を計上しております。 

②役員賞与引当金  役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支

給見込額に基づき計上しております。 

③退職給付引当金  当社及び連結子会社は、従業員の退職給付に備えるた

め、主として当連結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

 なお、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理することとしておりま

す。 

④役員退職慰労引当金  当社及び連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく必要額を計上しております。 

⑤リサイクル費用引当金  リサイクル対象製品等の回収及び再資源化に備える

ため、台数を基準として支出見込額を計上しておりま

す。 

⑥製品保証引当金  製品の無償修理費用の支出に備えるため、過去の実績

に基づく合理的な見積額を計上しております。 



⑦訴訟損失引当金  訴訟関連費用の支出に備えるため、将来発生する可能

性がある損失等の合理的な見積額を計上しております。

⑧事務所移転費用引当金  事務所移転に伴い発生する費用に備えるため、合理的

な見積額を計上しております。 

⑨事業再構築引当金  事業の再構築に伴い発生する費用に備えるため、当社

が負担することとなる費用の発生見込額を計上してお

ります。 

（追加情報） 

 当連結会計年度において、物流移転等の事業の再構築

に伴い発生する費用等について、合理的な見積額を計上

しております。 

 これにより税金等調整前当期純利益は、300百万円減

少しております。 

(4）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法  為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等に

ついては、振当処理を行っております。 

 なお、連結会社間取引に付されたヘッジ目的のデリバ

ティブについては、連結会社間の債権債務の相殺消去に

伴い時価評価を行った上で、評価差額は当期の損益とし

て処理しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象  

 ヘッジ手段 デリバティブ取引（為替予約取引） 

 ヘッジ対象 外貨建金銭債権債務 

③ヘッジ方針  将来の為替相場変動によるリスク回避を目的として

おり、投機的な取引は行わない方針であります。 

④ヘッジの有効性評価の方法  ヘッジの有効性を確保できるような為替予約取引の

利用を行っております。 

⑤その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの 

  取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従

って、行っております。 

(5）その他連結計算書類の作成のための重要な事項 

①消費税等の会計処理の方法  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっ

ており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結会

計年度の費用として処理しております。 

②連結納税制度の適用  連結納税制度を適用しております。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

全面時価評価法を採用しております。 

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

のれん及び負ののれんの償却については、投資単位ごとに投資効果の発現する期間で均等

償却しております。 

 

 

 

 



（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更） 

  資産除去債務に関する会計基準の適用 

   当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20 

年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 

21号 平成20年３月31日）を適用しております。 

 この変更に伴う、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与

える影響は軽微であります。 

 

（表示方法の変更） 

 連結損益計算書 

１． 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平

成20年12月26日）に基づき、「会社法施行規則、会社計算規則等の一部を改正する省令

（平成21年３月27日 平成21年法務省令第７号）を適用し、「少数株主損益調整前当期

純利益」の科目で表示しています。 

 

２． 前連結会計年度まで、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「投資事

業組合運用益」は、営業外収益の総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。 

なお、前連結会計年度における「投資事業組合運用益」の金額は、５百万円であります。 

 

（追加情報） 

連結貸借対照表 

当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号 平成 

22年６月30日）を適用し、「その他の包括利益累計額」の科目で表示しています。 

 

連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号 平成

22年６月30日）を適用し、「その他の包括利益累計額」及び「その他の包括利益累計額合計」

の科目で表示しています。 

 

 

（連結貸借対照表に関する注記） 

１．有形固定資産の減損損失累計額 

  連結貸借対照表上、減価償却累計額に含めて表示しております。 

 

２. 担保に供している資産及び担保に係る債務 

（1）担保に供している資産  

輸入に係る関税及び消費税等の延納に対する担保  

投資有価証券 1,227百万円 

（2）担保に係る債務  

輸入に係る関税及び消費税等  

未払金 619百万円 

 



（連結株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前連結会計年度

末株式数（株）

当連結会計年度

増加株式数（株）

当連結会計年度

減少株式数（株） 

当連結会計年度

末株式数（株）

発行済株式     

 普通株式 22,237,873 － － 22,237,873

合計 22,237,873 － － 22,237,873

自己株式  

 普通株式（注） 22,888 493 － 23,381

合計 22,888 493 － 23,381

（注）単元未満株式の買取りによる増加493株であります。 

 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額等 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり配

当額（円）
基準日 効力発生日 

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 444 20 平成22年３月31日 平成22年６月30日

平成22年10月25日 

取締役会 
普通株式 444 20 平成22年９月30日 平成22年11月24日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの 

  次のとおり決議を予定しております。 

決議予定 株式の種類 

配当金の

総額 

（百万円）

配当の原資

１株当た

り配当額

（円）

基準日 効力発生日 

平成23年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 888 利益剰余金 40 平成23年３月31日 平成23年６月29日

 

 

 

 



（金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1）金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、資金運用については安全かつ効率的な運用を最優先に考え、現時点で

は安全性の高い短期の、預金及び有価証券等を中心に行っております。資金調達について

は、グループ内ファイナンスを活用しており、外部金融機関からの当座貸越契約枠を確保

しつつも、現時点では外部からの有利子借入調達は行っておりません。 

 なお、デリバティブは内部管理規程に従い、実需の範囲内のヘッジ目的でのみ行い、投

機的な取引は一切行わない方針です。  

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

 営業債権である受取手形及び売掛金に係る信用リスクに関しては、与信管理規程に沿っ

た管理を行っており、取引信用保険契約も利用し、リスク低減を図っております。 

 有価証券及び投資有価証券は、主に投資信託、業務上の関係を有する企業の株式及び長

期投資目的の債券等であり、市場価格の変動リスク及び信用リスクを有しておりますが、

随時（最低四半期ごと、対象によっては毎週）時価の把握を行っております。 

 営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんどが 1年以内の支払期日です。営業債務

に係る流動性リスクに関しては、当社グループは十分な手元流動性と金融機関からの当座

貸越契約枠を保持しており、更にグループ内ファイナンスによる資金の集中と配分を行う

制度も整備しております。 

 なお、海外との取引に対して発生する外貨建売掛金及び外貨建買掛金は、為替の変動リ

スクを有しておりますが、原則としてすべての外貨建債権債務に対し、デリバティブであ

る先物為替予約を利用して、ヘッジしております。 

 デリバティブ取引の執行・管理については、社内規程に従って行っており、常時契約額

及び損益影響の管理をしております。 

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等に

ついては、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成 23 年３月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。（（注）２.をご参照下さい） 

 
連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 22,296 22,296 － 

(2）受取手形及び売掛金 22,080 22,080 － 

(3）有価証券及び投資有価証券    

  その他有価証券 10,689 10,689 － 

(4）支払手形及び買掛金 (20,148) (20,148) － 

(5）デリバティブ取引    

①ヘッジ会計が適用されていな

いもの 
22 22 － 

②ヘッジ会計が適用されている

もの 
8 8 － 

(*1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

(*2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。 



（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項  

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。  

(3）有価証券及び投資有価証券  

 これらの時価について、取引所の価格及び取引金融機関から提示された価格に

よっております。連結貸借対照表計上額と取得原価との差額は以下のとおりです。 

 種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額（百万円）

株式 123 281 157 

債券 897 899 1 

その他 200 233 33 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの 小計 1,221 1,413 192 

株式 306 276 △ 30 

その他 9,000 9,000 - 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの 小計 9,306 9,276 △ 30 

合計 10,527 10,689 161 

  

(4）支払手形及び買掛金  

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。 

(5）デリバティブ取引  

①ヘッジ会計が適用されていないもの 

区分 
デリバティブ
取引の種類等 

契約額等 
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円）

為替予約取引     

 売建     

  米ドル 10,245 － △ 33 △ 33 

  ユーロ 248 － 4 4 

 買建     

市場取引以

外の取引 

  米ドル 

  ユーロ 

13,844 

39 

－ 

 

51 

△ 0 

51 

△ 0 

   22 22 

※時価の算定方法は、取引先金融機関等から提示された価格等によっています。 

 



②ヘッジ会計が適用されているもの 

ヘッジ会

計の方法 

デリバティブ

取引の種類等 

主なヘッジ

対象 
契約額等 

契約額のう

ち 1 年超 
時価 

      （百万円） （百万円） （百万円） 

当該時価の算定

方法 

為替予約取引    

 売建   

  米ドル 売掛金 1,193 - ※ 

 買建   

  米ドル 買掛金 4,687 - ※ 

為替予約

等の振当

処理 

  ユーロ 未払金 230 - ※ 

  

 売建    

  米ドル 売掛金 560 - 12  

 買建   

原則的処

理方法 

  米ドル 買掛金 814 - △4  

取引先金融機関

等から提示され

た価格等によっ

ている 

合計       8    

 

※為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている債権債務と一体と

して処理されているため、その時価は、当該債権債務の時価に含めて記載して

おります。  

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

  非上場株式 229 

  投資事業有限責任組合 37 

 これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もる

には過大なコストを要すると見込まれます。したがって、時価を把握することが極

めて困難と認められるため、「(3)有価証券及び投資有価証券」には含めておりませ

ん。 

（注）３．金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

 
１年以内 

（百万円） 

１年超５年以内 

（百万円） 

５年超10年以内

(百万円) 

現金及び預金 22,296 － － 

受取手形及び売掛金 22,080 － － 

有価証券及び投資有価証券    

その他有価証券のうち満
期があるもの 9,100 － 798 

合計 53,477 － 798 

 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１株当たり純資産額 1,707.75 円

１株当たり当期純利益 282.59 円 



貸　借　対　照　表

（平成23年３月31日）

（単位：百万円）

科　　目 金　額 科　　目 金　額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 31,456 流動負債 2,928

現金及び預金 17,545 支払手形 3

営業未収入金 145 未払金 233

有価証券            9,100 未払費用 48

前払費用 53 未払法人税等 1,837

関係会社短期貸付金 3,000 前受金 44

繰延税金資産 25 預り金 670

未収入金 1,538 訴訟損失引当金 44

その他 47 役員賞与引当金 41

固定資産 13,278 その他 5

有形固定資産 292 固定負債 1,958

　建物 73 退職給付引当金 71

　構築物 54 役員退職慰労引当金 163

　工具器具及び備品 32 繰延税金負債 1,722

　土地 158 負　債　合　計 4,887

　減価償却累計額 △ 25 (純資産の部)

無形固定資産 355 株主資本 39,802

　ソフトウエア 278 資本金 1,000

　ソフトウェア仮勘定 72 資本剰余金 8,658

　商標権 4 　資本準備金 250

投資その他の資産 12,629 　その他資本剰余金 8,408

　投資有価証券 1,466 利益剰余金 30,203

　関係会社株式 10,541 　その他利益剰余金 30,203

　関係会社出資金 270 　　繰越利益剰余金 30,203

　関係会社長期貸付金 7 自己株式 △ 59

　その他 354 評価・換算差額等 45

　貸倒引当金 △ 9 その他有価証券評価差額金 45

純　資　産　合　計 39,847

資　産　合　計 44,734 負債・純資産合計 44,734

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てして表示しております。



損　益　計　算　書

（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

（単位：百万円）

科　　　　目 金　　　　額

売上高 6,082

売上原価 472

売上総利益 5,610

販売費及び一般管理費 1,614

営業利益 3,995

営業外収益

受取利息 138

受取配当金 59

賃貸料収入 81

投資事業組合運用益 51

その他 17 348

営業外費用

支払利息 0

為替差損 10

支払手数料 19

その他 10 40

経常利益 4,304

特別利益

訴訟損失引当金戻入額 216

その他 11 227

特別損失

関係会社株式評価損 87

その他 4 91

税引前当期純利益 4,439

法人税､住民税及び事業税 32

法人税等調整額 347 380

当期純利益 4,058

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てして表示しております。



株主資本等変動計算書

（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

（単位：百万円）

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

平成22年３月31日残高 1,000 250 8,408 8,658 27,033 27,033 △ 58 36,633

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △ 888 △ 888 △ 888

当期純利益 4,058 4,058 4,058

自己株式の取得 △ 1 △ 1

株主資本以外の項目の事業年度中の
変動額(純額)

－ － － － 3,169 3,169 △ 1 3,168

1,000 250 8,408 8,658 30,203 30,203 △ 59 39,802

評価・換算差額等

平成22年３月31日残高 44 44 4 36,682

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △ 888

当期純利益 4,058

自己株式の取得 △ 1

株主資本以外の項目の事業年度中の
変動額(純額)

1 1 △ 4 △ 3

1 1 △ 4 3,164

45 45 － 39,847

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てして表示しております。

事業年度中の変動額合計

平成23年３月31日残高

事業年度中の変動額合計

平成23年３月31日残高

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

繰越利益剰
余金

利益剰余金
合計

自己株式
株主資本

合計

その他有価
証券評価差

額金

評価・換算
差額等合計

新株予約権 純資産合計

資本金
資本準備金

その他資本
剰余金



個別注記表 

（重要な会計方針に係る事項） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券の評価基準及び評価方法 

 子会社株式 移動平均法による原価法 

 その他有価証券  

 時価のあるもの  期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定) 

 時価のないもの 移動平均法による原価法 

 なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合へ

の出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券と

みなされるもの）については、入手可能な最近の決算書

を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によって

おります。 

(2）デリバティブの評価基準及び評価方法 

 時価法 

２．固定資産の減価償却の方法  

(1）有形固定資産  定率法（ただし、建物（附属設備を除く）については

定額法）を採用しております。 

 取得価額が10万円以上20万円未満の資産については３

年間で均等償却しております。 

(2）無形固定資産  定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいております。 

３．引当金計上基準  

(1）貸倒引当金  売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

(2）役員賞与引当金  役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見

込額に基づき計上しております。 

(3）退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。 

 なお、数理計算上の差異は各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することとしております。 

(4）役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく

必要額を計上しております。 



(5）訴訟損失引当金  訴訟関連費用の支出に備えるため、将来発生する可能

性がある損失等の合理的な見積額を計上しております。

(6）事務所移転費用引当金 事務所移転に伴い発生する費用に備えるため、合理的

な見積額を計上しております。 

４．消費税等の処理方法  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おり、控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業年度

の費用として処理しております。 

５．連結納税制度の適用  連結納税制度を適用しております。 

 

(資産除去債務に関する会計基準) 

   当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月 

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平 

成20年３月31日）を適用しております。 

 この変更に伴う、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微でありま

す。 

 

 

（貸借対照表に関する注記） 

１．関係会社に対する金銭債権・債務  

短期金銭債権 4,685 百万円 

長期金銭債権 7 百万円 

短期金銭債務 801 百万円 

２．偶発債務 

  関係会社の仕入先に対する保証 

㈱バッファロー 289 百万円 

(3,476 千米ドル) 

３．投資有価証券の賃貸借契約  

投資有価証券には賃貸借契約により、貸し付けている有価証券 911 百万円が 

含まれております。 

 

 

（損益計算書に関する注記） 

 関係会社との取引高  

売上高 6,082 百万円 

販売費及び一般管理費 532 百万円 

営業取引以外の取引高 184 百万円 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

  普通株式 

 

23,381 株 

 



（税効果会計に関係する注記） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

税務上の繰越欠損金 939百万円

関係会社株式評価損 106百万円

役員退職慰労引当金損金否認 56百万円

未払賞与金損金否認 12百万円

退職給付引当金 20百万円

訴訟損失引当金 12百万円

その他 5百万円

繰延税金資産小計 1,152百万円

評価性引当額 △1,083百万円

繰延税金資産合計 69百万円

繰延税金負債 

子会社の減資に伴う株式譲渡損 △ 1,735百万円

その他 △30百万円

繰延税金負債合計 △ 1,766百万円

繰延税金資産（負債）の純額 △ 1,697百万円

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当

該差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％

（調整） 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 38.6％

評価性引当金の減少  1.2％

繰越欠損金 3.1％

外国税額控除不能額 1.1％

その他 1.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率  8.6％

 



（関連当事者との取引に関する注記） 

 子会社及び関連会社等 

（単位：百万円） 

種類 会社等の名称 議決権等の所有

割合 

関連当事者と

の関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

配当の受取 3,689 － －

資金の貸付 

(純額）(注)1 
△5,500 

利息の受取注)1 83 

関係会社短

期貸付金 
3,000

経営指導料(注)2 1,124 
営業未収入

金 
119

事業所の賃借(注)3 295 前受金 25

子会社 株式会社バッファロー 
直接 

  100％ 

資金の貸付 

経営指導 

事業所の賃借

役員の兼任 

人員の出向 

出向社員給与(注)4 338 未払金 28

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。 

２．基本契約書に定める料率に応じて合理的に決定しております。 

３．不動産鑑定士の鑑定結果に基づき決定しております。 

４．当社従業員の給与水準及び業務内容を勘案して決定しております。 

５．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めておりま

す。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１．１株当たり純資産額 1,793.76 円

２．１株当たり当期純利益 182.69 円
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